様式第６の別紙１　補助事業実績報告書
	１．事業計画名　※交付申請書と同じ事業計画名を記載してください。

	２．事業実施期間
　開始　平成２６年　　月　　日　←交付決定日でお願いします。
　完了　平成　　年　　月　　日


	３．補助事業の主たる実施場所　※補助事業を行った主たる実施場所の住所・事業所名を記載してください。
住　　所：（　　　－　　　）
事業所名：

	４．実施した事業の概要とその成果　
（注）技術的課題とその解決について取り組んだ内容を含めて具体的に記載し、必要に応じて図表や写真等を用い具体的かつ詳細に記載してください。
５．対象類型【ものづくり技術】若しくは【革新的サービス】のいずれかに☑を付してください。

□【ものづくり技術】
下記技術との関連性（複数選択可）
□情報処理　　□精密加工
□製造環境　　□接合・実装
□立体造形　　□表面処理
□機械制御　　□複合・新機能材料
□材料製造プロセス　　□バイオ
□測定計測　
□【革新的サービス】
６．事業類型
□成長分野型



□試作開発＋設備投資　□設備投資のみ



□一般型
□試作開発＋設備投資　□設備投資のみ
□小規模事業者型（製造業２０人以下、商業・サービス業５人以下）
□試作開発のみ


	７．実施した補助事業の具体的内容とその成果
（１）実施した事業の内容及び得られた成果
（注）技術的課題とその解決について取り組んだ内容を含めて具体的・明確に記載してください。
実績が不明な場合は補助金のお支払いは致しかねます。

[事業の背景・目的]

	[実施のための体制・事業推進体制]　実施した体制等の図表を記載してください。
[試作品の開発等における技術的な課題と解決方法]
技術的な課題
解決方法
具体的な目標(定量・定性)
優位性
[試作開発等の事業実施経過]
取組内容
実施者
実施した時期
月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
１．
２． 
３． 

事業を完了した年月日　　平成　　年　　月　　日
[その取組内容及び目標値と成果の相違](誰がどのように実施し、当初の成果は達成できたのか明確に記載する。)
【1． 　　　　　　　　　　　　】
【2． 　　　　　　　　　　　　】
【3． 　　　　　　　　　　　　】
[実施結果・検証結果(評価)・実施成果]


	（２）購入した機械装置等

	
	機械装置等名

	活　用　方　法
	

	
	
	
	

	

	（３）導入した技術等の状況
（注）外部の機関等からの技術指導を受けた場合、その内容等に言及し、試作品の開発実施の過程で必要な技術等をどのように手立てしたのかを具体的に記載してください。

	
	技術提供者名
	内　　　容
	

	
	
	
	

	

	（４）外注加工先の名称及び内容について

	
	契約日
	外注加工先名称
	内　　　容
	

	
	
	
	
	

	

	（５）委託先の名称及び内容について

	
	契約日
	委託先名称
	内　　　容
	

	
	
	
	
	

	

	（６）知的財産権等
（注）補助事業実施中の知的財産権等関連経費支出による取得等の有無、今後の取得の可能性について記載してください。

	
	知的財産権等の種類
	内容及び目的
	

	
	
	
	

	


２

	年目
	３年目
	４年目
	５年目

						
						
						
						
						
						

	（注）「経過年数」とは本事業による補助事業終了後の経過年数を示します。
８－２．事業分野の類型（注）概ね合致する類型のいずれか１つに☑を付してください。
□1　ロボット　　□2　情報家電　　□3　自動車　 　□4　医療・バイオ　 　□5　産業機械

□6　環境・エネルギー　　□7　航空宇宙　　□8　半導体　　□9　構造物　　□10　光学機器　　

□11　鉄鋼　□12　衣料生活資材　　□13　印刷情報記録　　□14　食料品　　□15　化学工業　　

□16　その他（ 　　　　　　　　　　　　　）

	９．実施した事業の成果に係る無償譲渡・無償貸与・無償供与及びテスト販売の状況
（注１）成果である試作品等の無償譲渡・無償貸与・無償供与を行った場合は、具体的な譲渡・貸与先及びその目的を記述してください。
（注２）テスト販売を行った場合は、場所及び販売先及び目的等を記述してください。
（注３）資料があれば、添付してください。


	１０．賃上げの実施状況結果について（該当する場合のみ記入してください）
※本事業応募申請時に賃上げの評価を表明していた場合、その実績額を以下にお示しください（別紙を添付することも可）。



（注）本様式は、日本工業規格Ａ４判としてください。
以下から選択ください。


□環境・エネルギー


□健康・医療


□航空・宇宙








